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(証券コード 8995) 
平成26年６月10日 

 
株 主 各 位 
 

大 阪 府 堺 市 中 区 福 田 46 番 地 
 

株式会社誠建設工業 
 
代表取締役社長 小 島 一 誠 

 

第23期定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜わり厚く御礼申し上げます。 
さて、当社第23期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申し上げます。 
なお、本総会にご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができま

すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただきまして、同封の議決権行

使書用紙に賛否をご表示いただき、平成26年６月26日（木曜日）午後５時までに到着する

よう、ご返送いただきたくお願い申し上げます。 

敬 具 

記 

1. 開 催 日 時  平成26年６月27日（金曜日）午前10時 

2. 開 催 場 所  大阪府堺市中区深井水池町3238 

｢サンパレス」４階大ホール 

(会場へは末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、ご来場

ください｡) 

3. 目的事項  

 報 告 事 項 1. 第23期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）事業報告

及び連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類

監査結果報告の件 

  2. 第23期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）計算書類

報告の件 

 決 議 事 項  

 第１号議案  剰余金の処分の件 

 第２号議案  定款一部変更の件 

 第３号議案  取締役４名選任の件 

 第４号議案  監査役１名選任の件 

   以 上 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を、会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申し上げます。 
◎ 株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合

は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス http：//www.makoto-gr.com）に
掲載させていただきます。 
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（添付書類) 
 

事  業  報  告 

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

 

Ⅰ 企業集団の現況に関する事項 
 １. 事業の経過及びその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府主導の経済政策や日本銀行に

よる大規模な金融緩和政策により、円安や株価上昇が進行したことに伴い、

企業収益や雇用・所得環境に改善の傾向がみられ、景気は緩やかな回復基調

で推移しました。 

 当社グループが属する不動産業界におきましては、消費税増税前の駆け込

み需要及び低金利の住宅ローン等の後押しがあり比較的堅調に推移いたしま

した。しかしながら、同業者間の価格競争は依然として厳しい状況にあり、

木材及びアルミサッシ等の建築資材の価格上昇及びゆるやかでありますが地

価の上昇が顕著になってきました。 

 このような環境下、当社グループは「より良い家をより安く提供する」と

いう経営理念の基に、地域に密着し、高品質低価格な建売住宅を主幹事業と

して事業展開を図ってまいりました。  

 これらの結果、当連結会計年度における売上高は4,601百万円（前連結会

計年度比1.6％増）、営業利益は492百万円（同比55.7％増）、経常利益は

485百万円（同比60.0％増）、当期純利益は288百万円（同比65.5％増）とな

りました。 

 

当社グループにおけるセグメント別の概況は次のとおりであります。 

（戸建分譲住宅事業） 

 戸建分譲住宅事業におきましては、土地と建物をセットで売る「建売住

宅」、当社以外の不動産業者からの「請負住宅」、一般顧客からの「注文住

宅・リフォーム」を行っております。中でも建売住宅は良質な土地、品質重

視の住宅に流行の建築デザインを施す基本方針で取り組み、お客様の満足度

を高める当社グループの中核事業であります。 

 売上高につきましては、政府による消費税増税対策である住宅購入支援策

効果もあり、駆込み需要が予想よりも少なく計画を下回りましたが、当連結

会計年度の売上高は4,470百万円（前連結会計年度比0.4％増）となりました。 
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（不動産仲介事業） 

 不動産仲介事業におきましては、連結子会社が営業部門を担当しており、

主として親会社である当社の建築した分譲住宅の販売仲介業務を展開してお

ります。また、連結子会社各社に建売住宅の販売責任を持たせております。 

 当社の経営理念である「快適な居住空間の提供をお手伝い」という基本方

針に基づき顧客第一主義に徹し、地域に密着した宣伝・販売活動を行った結

果、売上高は130百万円（前連結会計年度比67.6％増）となりました。 

 

 

 ２. 設備投資等の状況 

当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は143百万円で、その主なも

のは次のとおりであります。 

賃貸用不動産の購入 「アルベロ福田」(堺市中区) 土地及び建物 

 

 ３. 資金調達の状況 

  当連結会計年度に賃貸用不動産の購入資金として、60百万円を金融機関か 

 らの借入により調達しております。 

 

 ４. 対処すべき課題 

当社グループが所属する不動産業界におきましては、同業者間の競争激化

が進む中、顧客からは、一層の高品質・低価格が要求されております。 

 このような環境の下、現在の当社グループ全体の基盤となる中核業務は、

主に第一次取得者に対する分譲住宅の施工、販売業務であり、地元に密着し

た事業展開を行い、地域ナンバーワンを目指す方針であります。 

 また、団塊世代の退職・少子化の問題に対応するため、一次取得者のみで

はなく二次取得者並びに富裕層に対する商品を開発・提供することを、重要

な課題として取り組みしております。 

 顧客の夢をいかに創造できるか、それを「家」という媒体にいかに特化で

きるかは、今後の大きな課題でありますが、それを実現するのは人材であり、

会社の発展のためには人材の採用並びに育成が特に必要であると考えており

ます。 
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 ５. 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況 

該当事項はありません。 

 

 ６. 他の会社の事業の譲受けの状況 

該当事項はありません。 

 

 ７. 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

状況 

該当事項はありません。 

 

 ８. 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況 

該当事項はありません。 

 

 ９. 財産及び損益の状況 
(単位：千円) 

 
期 別 

 

区 分 

第 20 期 
 

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

 

第 21 期 
 

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

 

第 22 期 
 

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

 

第 23 期 
(当連結会計年度) 

(平成25年４月１日から 
平成26年３月31日まで ) 

 

売 上 高 5,118,800 5,559,287 4,529,182 4,601,188 

経 常 利 益 331,140 400,449 303,449 485,428 

当 期 純 利 益 139,492 218,066 174,622 288,985 

１株当たり当期純利益 6,933円04銭 10,838円27銭 86円79銭 143円63銭 

総 資 産 5,255,718 4,983,133 5,434,289 5,032,292 

純 資 産  2,396,100 2,577,104 2,740,011 2,964,684 
 

 （注）当社は、平成25年４月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。 

当該株式分割については、前連結会計年度の期首に行われたと仮定して１株当たり当期

純利益を算定しております。 
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 10. 主要な事業内容 

事 業 主 要 製 品 

戸建分譲住宅事業 建売住宅及び請負住宅 

不動産仲介事業 建売住宅の仲介業 

 

 11. 主要な営業所 

（1）当社 

名 称 所 在 地 

本社 堺市中区福田 

支店 堺市北区中長尾町 

住宅展示場 堺市西区浜寺石津町東 

〃 堺市堺区向陵東町 

〃 堺市東区草尾 
 

（2）子会社 

 ㈱誠ホームサービス 

名 称 所 在 地 

本社 堺市中区深井清水町 

支店 堺市東区日置荘北町 
 

 ㈱誠design工房 

名 称 所 在 地 

本社 堺市中区福田 
  

㈱誠エステート 

名 称 所 在 地 

本社 堺市中区深井北町 
 

 ㈱誠コーポレーション 

名 称 所 在 地 

本社 堺市北区中長尾町 
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 12. 従業員の状況 

従業員数 前連結会計年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

44名 ２名減 45.2歳 8.6年 

 

13. 重要な親会社及び子会社の状況 

(1)親会社との関係 

該当事項はありません。 

 

(2)重要な子会社の状況 

会  社  名 所  在  地 資本金
議決権
比率

主要な事業内容 

  千円 ％  

㈱ 誠 ホ ー ム サ ー ビ ス 
大阪府堺市中区深井清
水町3978-3 誠第5ビル

30,000 100.0 不動産仲介事業 

㈱ 誠 d e s i g n 工 房 
大阪府堺市中区福田46
誠第6ビル 

30,000 100.0
不動産仲介事業 
戸建分譲住宅事業 

㈱ 誠 エ ス テ ー ト 
大阪府堺市中区深井北
町3169 誠第3ビル 

30,000 100.0
不動産仲介事業 
戸建分譲住宅事業 

㈱ 誠 コ ー ポ レ ー シ ョ ン 
大阪府堺市北区中長尾
町4-5-21 誠第7ビル 

12,500 100.0 不動産仲介事業 

 

 14. 主要な借入先の状況 

借   入   先 借 入金 残高 

  千円 

 ㈱ 紀 陽 銀 行 311,110  

 ㈱ 日 本 政 策 金 融 公 庫 305,480  

 ㈱ り そ な 銀 行 293,400  

 ㈱ 徳 島 銀 行 159,982  

 ㈱ 関 西 ア ー バ ン 銀 行 100,330  

  三 井 住 友 信 託 銀 行 ㈱ 98,000  

 ㈱ 池 田 泉 州 銀 行 90,974  

 ㈱ 商 工 組 合 中 央 金 庫 75,850  

 ㈱ み ず ほ 銀 行 45,000  
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Ⅱ 会社の株式に関する事項 

 1. 発行可能株式総数 7,000,000株 

 2. 発行済株式の総数 2,012,000株 

 3. 株主数       667名（前期末比19名増） 

 4. 大株主  
 

株    主    名 持  株  数 持 株 比 率 

㈱ 誠 イ ン ベ ス ト 643,000
株

31.95 
％ 

㈱ 誠 リ サ ー チ 160,000
 

7.95 
 

小 島 俊 雄 120,000
 

5.96 
 

㈱ ホ ー ム リ サ ー チ 116,000
 

5.76 
 

小 島 一 誠 104,000
 

5.16 
 

㈱ 不 死 鳥 イ ン ベ ス ト 99,000
 

4.92 
 

小 島 朝 子 48,000
 

2.38 
 

誠 建 設 工 業 社 員 持 株 会 46,700
 

2.32 
 

小 島 真 貴 子 40,000
 

1.98 
 

竹  俊 美 40,000
 

1.98 
 

（注） 自己株式は保有しておりません。 

 

Ⅲ 会社の新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
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Ⅳ 会社役員に関する事項 
 1. 取締役及び監査役の氏名等 

氏   名 地位及び担当 重要な兼職の状況 

小 島 一 誠 代表取締役社長・経営全般  

中 村 剛 司 取締役・管理部門  

下  柾 秋 取締役  

三 浦  巖 取締役  

西 辻 文 博 常勤監査役  

桃 田 徳 司 監査役  

松 本 俊 昭 監査役 ㈱WORLD ONE  取締役 

（注）1. 桃田徳司及び松本俊昭の両氏は、社外監査役であります。 

   2. 桃田徳司及び松本俊昭の両氏は、東京証券取引所規則に定める独立役員

として同取引所に届け出ております。 

   3. 松本俊昭氏は、会計事務所における長年の経験があり、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有するものであります。 

   4. 桃田徳司氏は、金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有するものであります。 

 

 2. 取締役及び監査役の報酬等の額 

取締役４名 23,088千円（うち社外―名    ―千円） 

監査役３名  8,904千円（うち社外２名  3,744千円） 

 

 3. 社外役員に関する事項 

   (1)重要な兼職先である法人等との関係 

    社外監査役松本俊昭氏は、㈱WORLD ONEの取締役を兼務しております。 

    なお、当社と同社の間には特別の関係はありません。 

 

(2)当事業年度における主な活動状況 

区 分 氏 名 主な活動状況 

監査役 桃田 徳司 
当事業年度開催の取締役会15回・監査役会７回すべてに 

出席し、審議事項等に必要な発言を適宜行っております。 

監査役 松本 俊昭 
当事業年度開催の取締役会15回・監査役会７回すべてに 

出席し、審議事項等に必要な発言を適宜行っております。 
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Ⅴ 会計監査人の状況 
 1. 会計監査人の名称 

新日本有限責任監査法人 
 

 2. 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 
①当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 
   14,000千円 

②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 
   14,000千円 
（注）会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬額

を区分しておらず、実質的にも区分できないため、これらの合計
額を記載しております。 

 
3. 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ
ると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、下記に掲げる
監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会
議の目的とすることといたします。 
 監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ
ると判断した場合は、取締役会に、会計監査人の解任または不再任を株主総
会の会議の目的とすることを請求いたします。 
 また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に
該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解
任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた
します。 

 
Ⅵ 会社の体制及び方針 
 1. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他業務の適正を確保するための体制 
(1)取締役及び従業員の職務執行が法令並びに定款に適合することを確保するた

めの体制 
当社は、企業が永続的に存続及び発展するためには、コンプライアンスの

徹底が必要不可欠であると認識しております。この認識のもと、役員及び従
業員が法令を遵守して、社会の構成員として求められる倫理観に基づいて行
動し、社会から信頼される経営体制の確立に努めております。 
コンプライアンスについては、当社のコンプライアンス規程に基づき、経

営企画室に相談・通報体制を設けており、指導については役員、従業員に研
修を通じて行います。別途、社長を委員長、各部門の課長を委員として「コ
ンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、役員、従業員等が、それぞ
れの立場でコンプライアンスを自らの問題として捉え、業務運営にあたるよ
う研修を行います。 
また当社は、社長直轄の内部監査を定期に実施しており、各部門の業務実

態を把握し、業務が法令・定款及び社内規程に準拠して適正・妥当かつ合理
的に行われているか、会社の組織・諸規程が適正・妥当であるかを調査・検
証することにより、会社財産の保全並びに経営効率の向上に努め、監査結果
を社長に報告しております。 
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また、社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対して毅然と
した態度で対応し、反社会的勢力・団体との取引関係の排除、その他一切の
関係を持たない体制を整備いたします。 
また、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づいた財務

報告に係る内部統制を整備及び運用し、それを評価並びに是正する体制を構
築します。 

 

(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 当社は、取締役会等の重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締役が職
務権限規程に基づいて決裁した文書等は、法令及び文書管理規程等に基づき､
定められた期間保存しております。 

 

(3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
当社は、様々な損失の危険に対して、損失の危険を最小限に抑えるべく組

織的な対応を行っております。現状は定期の会議において、リスク管理に関
する意見交換を行い、事前に適切な対応策を準備することに努めております｡ 
リスク管理全体を統括する組織として、コンプライアンス・リスク管理委

員会を設け、有事においては、社長を本部長として「緊急対策本部」が統括
して危機管理にあたることとしております。 

 
(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、定例の取締役会を毎月開催、取締役会には、監査役も出席して重
要事項の決定及び取締役の業務執行状況を監督しております。 

取締役会の機能の効率化を向上させるため、取締役の職務権限と担当業務
を明確にし、中長期の経営計画の立案、事業環境の変化への対応等、担当役
員が計画・施策等を立案し、取締役会開催日までに常勤の取締役間において､
協議して議案の精度を高めております。 

 
(5)当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制 

 当社企業グループ（当社・子会社）においては、経営企画室及び当社監査
役が定期に監査を実施し、業務の適正を確保する体制を整備しております。 
 なお、子会社については、「関係会社管理規程」に基づき、自主性を尊重
しつつ、事業内容の定期的な報告と重要案件についての事前協議等により適
切な経営管理を行っております。 

 
(6)監査役の職務を補助する従業員について 
   現在、監査役の職務を補助すべき従業員はおりませんが、必要に応じて、

監査役の業務補助のため監査スタッフを置くこととし、その人選については､
取締役と監査役が意見交換をすることとしております。 
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(7)監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保

するための体制 

取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれの事実があることを発見した

ときは、法令に従い、直ちに監査役に報告することとしております。 

また、常勤監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執

行を把握するため、コンプライアンス・リスク管理委員会等の重要な会議に

出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧

し、必要に応じて取締役または担当部門長にその説明を求めることとしてお

ります。 

なお、監査役は、当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人から、

会計監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を

図っております。 

 

2. 株式会社の支配に関する基本方針 

特記すべき事項はありません。 

 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

(注) 本事業報告中の記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 



〆≠●0 
02_9492501102606.doc 
㈱誠建設工業様 招集 2014/05/27 18:15:00印刷 1/22 

 

― 12 ― 

連 結 貸 借 対 照 表 
 (平成26年３月31日現在) (単位：千円) 

 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 3,927,421 流 動 負 債 1,356,546 

現金及び預金 1,641,981 支払手形・工事未払金 196,405 

受取手形・完成工事未収入金 558,972 短期借入金 344,000 

販売用不動産 767,146 １年内返済予定の長期借入金 509,064 

仕掛販売用不動産 853,122 １年内償還予定の社債 116,000 

未成工事支出金 74,983 未払法人税等 129,681 

その他 36,655 賞与引当金 5,765 

貸倒引当金 △5,439 完成工事補償引当金 2,054 

固 定 資 産 1,104,870 その他 53,574 

 有形固定資産 760,383 固 定 負 債 711,062 

建物及び構築物 171,005 社債 84,000 

土地 581,198 長期借入金 627,062 

その他 8,178 負 債 合 計 2,067,608 

 無形固定資産 9,880 純 資 産 の 部 

ソフトウエア 1,143 株 主 資 本 2,980,368 

のれん 8,609   資本金 578,800 

電話加入権 127   資本剰余金 317,760 

 投資その他の資産 334,606   利益剰余金 2,083,808 

投資有価証券 298,888 その他の包括利益累計額 △15,684 

その他 45,991 その他有価証券評価差額金 △15,684 

貸倒引当金 △10,273 純 資 産 合 計 2,964,684 

資 産 合 計 5,032,292 負債及び純資産合計 5,032,292 
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連 結 損 益 計 算 書 

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで) (単位：千円) 

 
科 目 金 額 

売 上 高 4,601,188 

売 上 原 価 3,666,290 

売 上 総 利 益 934,897 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 442,369 

営 業 利 益 492,528 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,490  

受 取 賃 貸 料 20,412  

雑 収 入 6,627 33,529 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 26,178  

支 払 保 証 料 2,929  

減 価 償 却 費 8,673  

雑 支 出 2,847 40,629 

経 常 利 益 485,428 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 485,428 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 185,202  

法 人 税 等 調 整 額 11,240 196,443 

少数株主損益調整前当期純利益 288,985 

当 期 純 利 益 288,985 
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連結株主資本等変動計算書 

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで) (単位：千円) 

 

 
株   主   資   本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当 期 首 残 高 578,800 317,760 1,845,123 2,741,683 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △50,300 △50,300 

当 期 純 利 益 288,985 288,985 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 

当 期 変 動 額（純 額) 
 

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 238,685 238,685 

当 期 末 残 高 578,800 317,760 2,083,808 2,980,368 

 

 
 

 

その他の包括利益累計額 

純資産合計 その他有価証券評価

差 額 金

その他の包括利益

累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 △1,671 △1,671 2,740,011 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △50,300 

当 期 純 利 益 288,985 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 

当 期 変 動 額（純 額) 
△14,013 △14,013 △14,013 

当 期 変 動 額 合 計 △14,013 △14,013 224,672 

当 期 末 残 高 △15,684 △15,684 2,964,684 
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連結注記表 

Ⅰ.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

１.連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 ４社 

㈱誠ホームサービス 

㈱誠design工房 

㈱誠エステート 

㈱誠コーポレーション 

 

(2)非連結子会社名 

該当事項はありません。 

 

２.持分法の適用に関する事項 

(1)持分法を適用した関連会社数 

該当事項はありません。 

 

(2)持分法を適用しない関連会社のうち主要な会社等の名称 

該当事項はありません。 

 

３.会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定)によっております。 

 

②たな卸資産 

販売用不動産・仕掛販売用不動産・未成工事支出金 

個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）によっております。 

 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物

付属設備を除く)については定額法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 

 

②無形固定資産 

 自社利用のソフトウエアについて、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。  



〆≠●0 
02_9492501102606.doc 
㈱誠建設工業様 招集 2014/05/27 18:15:00印刷 5/22 

 

― 16 ― 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当期の負担額を計上し

ております。 

 

③完成工事補償引当金 

建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用の支出に備えるため、過

年度の補償実績に基づき必要と認められる額を計上しております。 

 

(4)その他連結計算書類作成のための重要な事項 

①請負工事収入及び請負工事原価の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい

ては、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しております。 

 

②消費税等の処理方法 

税抜き方式によっております。 

 

③重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

発行時に全額費用処理することとしております。 

 

④のれんの償却方法及び償却期間 

のれんは20年間で均等償却しております。 

 

４.連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

    

５.法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

   「所得税法等の一部を改正する法律」が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１

日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。こ

れに伴い当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した実効税率は、

平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異について、前連

結会計年度の38.0％から35.6％に変更されております。なお、この税率変更に伴う影響

は軽微であります。 
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Ⅱ.連結貸借対照表に関する注記 

１.有形固定資産の減価償却累計額 260,362千円 

 

２.担保提供資産及び対応債務 

担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。 

 

 （1）担保に供している資産 

現 金 及 び 預 金 37,278千円

販 売 用 不 動 産 160,526千円

 仕 掛 販 売 用 不 動 産 

建 物 及 び 構 築 物 

326,382千円

147,420千円

 土 地 513,083千円

 投 資 有 価 証 券 102,009千円

 計 1,286,701千円

  

 （2）上記に対応する債務 

 短 期 借 入 金 344,000千円

 １ 年 内 返 済 予 定 の 
391,380千円

 長 期 借 入 金 

 長 期 借 入 金 333,940千円 

 計 1,069,320千円

  

３.受取手形裏書譲渡高  155,972千円
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Ⅲ.連結株主資本等変動計算書に関する注記 

（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
当連結会計 

年度期首株式数 

当連結会計 

年度増加株式数

当連結会計 

年度減少株式数

当連結会計 

年度末株式数 

普通株式 20,120株 1,991,880株 ― 2,012,000株 

（注）平成25年４月１日付で普通株式１株につき普通株式100株の割合で株式分割を行った 

   ため、発行済株式数は1,991,880株増加し、2,012,000株となっております。 

 

（2）剰余金の配当に関する事項 

  ①配当金支払額等 

決議 株式の種類
配当金 

の総額 

1株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成25年６月27日

定時株主総会 
普通株式 50,300千円 2,500円

平成25年

３月31日

平成25年 

６月28日 

 

  ②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの 

     

平成26年６月27日開催の定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

株式の種類
配当金の 

総額 
配当の原資

1株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

普通株式 50,300千円 利益剰余金 25円
平成26年 

３月31日 

平成26年 

６月30日 

（注）当社は、平成25年４月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。 

 

Ⅳ.金融商品に関する注記 

（1）金融商品の状況に関する事項 

   ① 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については主として預金等に限定しております。資金調

達については銀行等からの借入及び社債発行による方針であります。 

 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

預金は主として当座預金及び定期預金であります。営業債権である受取手形・完成

工事未収入金は、建築請負工事に係る債権であり、顧客の信用リスクに晒されており

ます。 

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主として業務上の

関係を有する企業の株式であり、時価については定期的に取締役会に報告されており

ます。 

     営業債務である支払手形・工事未払金は、１年以内の支払期日であります。 

     借入金及び社債は主に、営業取引に係る資金調達であり、返済及び償還期間は主と

して５年以内であります。 
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  ③ 金融商品に係るリスク管理体制 

      金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り

込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること

もあります。 

 

（2）金融商品の時価等に関する事項 

    平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。 

                                  （単位：千円） 

  
連結貸借対照表

計上額 
時価 差額 

（1）現金及び預金 1,641,981 1,641,981 ― 

（2）受取手形・完成工事未収入金 558,972  

貸倒引当金 △5,439  

 553,533 553,533 ― 

（3）投資有価証券 298,888 298,888 ― 

資産計 2,494,403 2,494,403 ― 

（1）支払手形・工事未払金 196,405 196,405 ― 

（2）短期借入金 344,000 344,000 ― 

（3）社債（１年内償還予定の社債を含む） 200,000 201,056 1,056 

（4）長期借入金 

  （１年内返済予定の長期借入金を含む）
1,136,126 1,137,663 1,537 

負債計 1,876,531 1,879,124 2,593 

（注）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

① 現金及び預金 

   預金の時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

  ② 受取手形・完成工事未収入金 

 これらの時価について、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期

間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。 

  

 ③ 投資有価証券 

     これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関から提示された価格によっております。     
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負 債 

① 支払手形・工事未払金 

      これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フロ

ーを、返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により

算定しております。 

  

  ② 短期借入金 

      短期借入金の時価は、帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

 

 ③ 社債（１年内償還予定の社債を含む） 

   当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスク

を加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

  ④ 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 

      これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

    なお、連結貸借対照表に関する注記に記載している受取手形裏書譲渡高155,972千円の

時価は、155,972千円であります。時価については、満期までの期間及び信用リスクを加

味した利率により割り引いた現在価値によっております。 

 

Ⅴ.賃貸等不動産に関する注記 

   当社及び一部の連結子会社では、大阪府堺市において、賃貸用のオフィスビル（土地を含

む。）及び賃貸用集合住宅（土地を含む。）の賃貸等不動産を有しております。 

   当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は10,633千円（賃貸収益は営

業外収益に、主な賃貸用費用は営業外費用に計上）であります。 

 （単位：千円） 

 

 

当連結会計年度 

（自 平成25年４月１日      

至 平成26年３月31日） 

連結貸借対照表計上額 

期首残高 206,258 

期中増減額 129,821 

期末残高 336,079 

 期末時価 387,796 

（注）1 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

（注）2 期中増減額のうち、増加は連結子会社による賃貸用集合住宅の取得（138,495千円) 

であり、減少は減価償却（8,673千円）であります。 

（注）3 期末の時価につきましては、固定資産税評価額を合理的に調整した価額であります。 
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Ⅵ.１株当たり情報に関する注記 

1. １株当たり純資産額 1,473円50銭 

2. １株当たり当期純利益 143円63銭 

  （注）当社は、平成25年４月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っており 

ます。 
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貸 借 対 照 表 
 (平成26年３月31日現在) (単位：千円) 

 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 3,733,437 流 動 負 債 1,378,977 

現金及び預金 1,414,662 支払手形 2,184 

受取手形 87,363 工事未払金 249,302 

完成工事未収入金 474,675 短期借入金 344,000 

販売用不動産 757,826 １年内返済予定の長期借入金 505,056 

仕掛販売用不動産 682,594 １年内償還予定の社債 116,000 

未成工事支出金 74,983 未払法人税等 111,591 

前渡金 222,365 前受金 3,200 

繰延税金資産 15,008 未成工事受入金 13,600 

その他 9,415 預り金 3,396 

貸倒引当金 △5,457 賞与引当金 5,485 

固 定 資 産 1,086,377 完成工事補償引当金 2,054 

有形固定資産 622,004 その他 23,107 

建物 133,971 固 定 負 債 656,740 

構築物 143 社債 84,000 

機械及び装置 1,875 長期借入金 572,740 

車両運搬具 1,461 負 債 合 計 2,035,717 

 工具、器具及び備品 1,630 純 資 産 の 部 

土地 482,922 株 主 資 本 2,799,781 

 無形固定資産 1,271 資本金 578,800 

ソフトウエア 1,143 資本剰余金 317,760 

電話加入権 127 資本準備金 317,760 

投資その他の資産 463,101 利益剰余金 1,903,221 

投資有価証券 298,888 利益準備金 12,000 

関係会社株式 133,873 その他利益剰余金 1,891,221 

繰延税金資産 62 繰越利益剰余金 1,891,221 

その他 40,551 評価・換算差額等 △15,684 

貸倒引当金 △10,273 その他有価証券評価差額金 △15,684 

 純 資 産 合 計 2,784,096 

資 産 合 計 4,819,814 負債及び純資産合計 4,819,814 
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損 益 計 算 書 

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで) (単位：千円) 

 
科 目 金 額 

売 上 高 4,332,816 

売 上 原 価 3,554,683 

売 上 総 利 益 778,133 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 345,059 

営 業 利 益 433,073 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,472  

受 取 賃 貸 料 20,600  

雑 収 入 4,779 31,851 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 23,042  

社 債 利 息 2,664  

支 払 保 証 料 2,929  

減 価 償 却 費 7,141  

雑 支 出 1,525 37,303 

経 常 利 益 427,621 

税 引 前 当 期 純 利 益 427,621 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 164,697  

法 人 税 等 調 整 額 8,385 173,083 

当 期 純 利 益 254,538 
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株主資本等変動計算書 

 (平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで) (単位：千円) 

 

 

株   主   資   本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主 
資本合計 資本 

準備金

資本 
剰余金
合計 

利益 
準備金

その他
利益 
剰余金

利益 
剰余金 
合計 繰越利益

剰余金

当 期 首 残 高 578,800 317,760 317,760 12,000 1,686,982 1,698,982 2,595,542 

当 期 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当  △50,300 △50,300 △50,300 

当 期 純 利 益  254,538 254,538 254,538 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額（純 額) 

   

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 204,238 204,238 204,238 

当 期 末 残 高 578,800 317,760 317,760 12,000 1,891,221 1,903,221 2,799,781 

 
 
 

 

評価・換算差額等 
純資産 
合計 その他有価証券

評価差額金 
評価・換算差額等

合計 

当 期 首 残 高 △1,671 △1,671 2,593,871

当 期 変 動 額 

剰 余 金 の 配 当 △50,300

当 期 純 利 益 254,538

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額（純 額) 

△14,013 △14,013 △14,013

当 期 変 動 額 合 計 △14,013 △14,013 190,225

当 期 末 残 高 △15,684 △15,684 2,784,096
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個別注記表 

Ⅰ.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１.資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）によっております。 

 

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用不動産・仕掛販売用不動産・未成工事支出金 

個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）によっております。 

 

２.固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属

設備を除く）については定額法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

 

②無形固定資産 

 自社利用のソフトウエアについて、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

 

３.引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当期の負担額を計上して

おります。 

 

(3) 完成工事補償引当金 

建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用の支出に備えるため、過年

度の補償実績に基づき必要と認められる額を計上しております。 
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４.収益及び費用の計上基準 

請負工事収入及び請負工事原価の計上基準 

  当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については、

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工

事完成基準を適用しております。 

 

５.その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 （1）消費税等の処理方法 

税抜き方式によっております。 

 

（2）繰延資産の処理方法 

社債発行費 

発行時に全額費用処理することとしております。 
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Ⅱ. 貸借対照表に関する注記 

１.有形固定資産の減価償却累計額 241,182千円 

 

２.担保提供資産及び対応債務 

担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。 

 

 （1）担保に供している資産 

現 金 及 び 預 金 37,278千円 

販 売 用 不 動 産 160,526千円 

仕 掛 販 売 用 不 動 産 326,382千円 

建 物 110,559千円 

 土 地 414,807千円 

 投 資 有 価 証 券 102,009千円 

 計 1,151,564千円 

  

 

 （2）上記に対応する債務  

短 期 借 入 金 

１ 年 内 返 済 予 定 の 

長 期 借 入 金 

長 期 借 入 金 

344,000千円 

  
387,372千円 

279,618千円 

 計 1,010,990千円 

   

３.受取手形裏書譲渡高           298,701千円 

   

４.関係会社に対する債権・債務 

  金銭債権 

   前渡金 

工事未払金 

 

 

 

215,445千円 

168,685千円 
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Ⅲ. 損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高  

 ①営業取引          仕入高 1,079,173千円 

  

 ②営業取引以外の取引高    6,628千円 

 

Ⅳ.株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における自己株式の数                  ― 株 

 

Ⅴ.税効果会計に関する注記 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

たな卸資産評価損 713千円 

未払事業税 7,341千円 

貸倒引当金 5,749千円 

完成工事補償引当金 731千円 

賞与引当金 1,952千円 

投資有価証券評価損 29,688千円 

その他 2,325千円 

繰延税金資産小計 48,504千円 

評価性引当額 △30,643千円 

繰延税金資産の合計 17,860千円 

  

繰延税金負債 

  その他有価証券評価差額金 

 

2,790千円 

繰延税金負債合計 2,790千円 

  

繰延税金資産の純額 15,070千円 

 

 ２.法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

   「所得税法等の一部を改正する法律」が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１ 

  日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴 

  い当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した実効税率は、平成26年４ 

  月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異について、前事業年度の38.0％か 

  ら35.6％に変更されております。なお、この税率変更に伴う影響は軽微であります。 
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Ⅵ.関連当事者との取引に関する注記 

   関連当事者との取引高は、次のとおりであります。          

１.役員及び個人主要株主等                      （単位：千円） 

種類 氏名 

議決権等の

所有(被所

有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 

 

役員及

びその

近親者 

 

小島一誠 

被所有 

直接 5.1％

間接31.9％

代表取締役

社長 

金融機関借

入債務被保

証(注)1 

356,308 ― ― 

小島俊雄 

被所有 

直接 5.9％

間接 4.9％

― 

(注)2 

金融機関借

入債務被保

証(注)1 

50,828 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）1 当社は、金融機関借入に対して代表取締役社長小島一誠及び小島俊雄氏により

債務保証を受けております。ただし、取引金額のうち50,828千円につきまして

は２名により連帯保証を受けているものであります。なお、保証料の支払は行

っておりません。 

（注）2 小島俊雄氏は当社代表取締役社長小島一誠の実父であります。 

 

２.子会社及び関連会社等                       （単位：千円） 

種類 会社の名称 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関連当事者

との関係
取引の内容

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 

 

子会社 

 

㈱誠design工房 
所有 

直接 100％

当社販売

住宅の建

設請負 

請負工事 1,076,379

前渡金 215,445 

工事未払金 168,685 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 工事請負金額については、当社と㈱誠design工房間で締結しております工事請負契約 

に基づき決定しております。 

 

Ⅶ.１株当たり情報に関する注記 

１. １株当たり純資産額 1,383円75銭 

２. １株当たり当期純利益 126円51銭 

   （注）当社は、平成25年４月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っており 

ます。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書  
平成26年５月14日 

 株式会社 誠建設工業 

   取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 荒井憲一郎 ㊞ 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 梅原  隆 ㊞ 

 

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社誠建設工業の平成25年４月１日から

平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 

 

連結計算書類に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類

の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討するこ

とが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社誠建設工業及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び

損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 

独立監査人の監査報告書  

平成26年５月14日 

株式会社 誠建設工業 

  取締役会 御中 
  

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 荒井憲一郎 ㊞ 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 梅原  隆 ㊞ 

 

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社誠建設工業の平成25年４月１

日から平成26年３月31日までの第23期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 
 

計算書類等に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。 
 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明

細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。 

 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続

が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の

重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につい

て意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監

査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 

監査意見 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 

監 査 報 告 書 

 
当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第23期事業年度の取締

役の職務の執行及び事業報告、計算書類、これらの附属明細書、連結計算書類に関して

各監査役から監査の方法及び結果の報告を受け、協議の上、本監査報告書を作成し、以

下のとおり報告いたします。 

 
１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容  

監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

各監査役は、監査役会が定めた監査方針、監査計画等に従い、内部統制部門との連携

の上、取締役及び従業員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査環境の整備に努める

とともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び従業員等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本

社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、事業報告に記

載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100

条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基

づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び従業員等からその

構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明いたしました。 

なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び新日本有限責任監査法人か

ら当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。 

子会社については、子会社担当の取締役等から状況の説明を受け、主要な子会社に赴

き、各社取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、適宜事業の報告を受け

ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書につい

て検討いたしました。 

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監

視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ

とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する

品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附

属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 
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２. 監査の結果 

（1）事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示

しているものと認めます。 

二 取締役の職務の遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大

な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま

た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行

についても、指摘すべき事項は認められません。なお、財務報告に係る内部統制

については、本監査報告書の作成時点において開示すべき重要な不備はない旨の

報告を取締役等及び新日本有限責任監査法人から受けております。 

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。 

（3）連結計算書類の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。 

 
平成26年５月16日 

株式会社誠建設工業 監査役会 
 

常 勤 監 査 役 西 辻 文 博 ㊞ 
 

社 外 監 査 役 桃 田 徳 司 ㊞ 
 

社 外 監 査 役 松 本 俊 昭 ㊞ 

 
  

以上 
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株主総会参考書類 
  

議案及び参考事項 
 

第１号議案 剰余金の処分の件 

当期の期末配当につきましては、当期の業績及び経営体質の強化並びに今後の

事業展開等を勘案し、内部留保にも意を用い、安定かつ継続的な利益配分を基本

方針としていることから、下記のとおりといたしたいと存じます。 

 

期末配当に関する事項 

（1）配当財産の種類 

金銭といたします。 

（2）株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額 

当社普通株式１株につき金25円 総額50,300,000円 

（3）剰余金の配当が効力を生じる日 

平成26年６月30日 
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第２号議案 定款一部変更の件 

 1. 提案の理由 

議決権を有しない単元未満株主の権利を定めるため、定款第８条（単元未

満株式についての権利）を新設し、以降の条数の繰り下げを行うものであり

ます。 

 

 2. 変更の内容 

 変更の内容は次のとおりであります。 

（下線は変更部分を示します。） 

現  行  定  款 変    更    案 

（新  設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８条～第42条 （条文省略） 

 

（単元未満株式についての権利） 

第８条 当会社の株主は、その有する単

元未満株式について、次に掲げ

る権利以外の権利を行使するこ

とができない。 

 （１） 会社法第189条第２項各号に掲

げる権利 

（２） 会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利 

（３）株主の有する株式数に応じて募

集株式の割当ておよび募集新株

予約権の割当てを受ける権利 

 

第９条～第43条 （現行どおり） 
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第３号議案 取締役４名選任の件 

  本総会終結の時をもって、取締役小島一誠、中村剛司、三浦巖、下柾秋の４氏

が任期満了となり、うち取締役下柾秋氏は本総会終結の時をもって退任となりま

すので、取締役として小島一誠、中村剛司、三浦巖、小島誠の４氏の選任をお願

いいたしたいと存じます。 

  取締役候補者は次のとおりであります。 

候補者 

番 号 

氏   名 

(生 年 月 日) 
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 

所有する当 

社 株 式 数 

１ 
小島
こ じ ま

一誠
いっせい

 

(昭 和 46 年

７月14日生)
 

平成８年４月 ㈱鴻池組入社 

104,000株 平成10年６月 当社代表取締役就任 

平成11年４月 当社代表取締役社長就任（現） 

平成24年６月 ㈱誠design工房代表取締役就任（現） 

２ 
中村
なかむら

剛司
た か し

 

(昭 和 18 年

９月23日生)
 

昭和42年４月 田辺信用組合入組 

12,000株 

平成10年７月 当社入社 

平成10年10月 当社専務取締役就任 

       管理部門担当（現） 

平成20年４月 当社取締役（現） 

３ 
三浦
み う ら

 巖
いわお

 

(昭 和 19 年

12月８日生)

昭和43年４月 田辺信用組合入組 

6,000株 平成15年５月 保証協会債権回収㈱入社 

平成16年６月 当社取締役就任（現） 

４ 

※ 

小島
こ じ ま

 誠
まこと

 

(昭 和 50 年

11月26日生)

平成16年３月 ㈱誠不動産（現㈱誠ホームサービス） 

9,200株 
       代表取締役就任（現） 

平成20年９月 ㈱誠エステート代表取締役就任（現） 

 

（注）1 ※は新任の取締役候補者であります。 

   2 各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。 

   3 小島誠氏は小島一誠氏の実弟であります。 
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第４号議案 監査役１名選任の件 

  本総会終結の時をもって、監査役松本俊昭氏が任期満了となりますので、監査

役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

  なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 

  監査役候補者は次のとおりであります。 

氏   名 

(生 年 月 日) 
略歴、地位及び重要な兼職の状況 

所有する当社

株 式 数 

松 本 俊 昭
ま つ も と と し あ き

 

( 昭 和 35 年

10月24日生 ) 
 

平成16年３月 NPO法人 ONE WORLD for 

childrenの事務局長就任 

―株 

平成16年７月㈱WORLD ONE代表取締役就任 

平成18年６月当社監査役就任（現） 

平成19年８月㈱WORLD ONE取締役就任（現） 

(重要な兼職の状況) 

㈱WORLD ONE取締役 

（注）1 候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。 

2 松本俊昭氏は社外監査役候補者であり、東京証券取引所規則に定める 

   独立役員として同取引所に届け出ており、同氏が監査役に再任され就 

  任した場合には、同氏は引き続き独立役員となる予定であります。 

3 社外監査役候補者の選任理由 

 会計事務所で培われた、知識・経験を当社で活かしていただきたい

ため選任しております。 

なお、松本俊昭氏の当社監査役就任期間は本総会終結の時をもって

８年であります。 

以 上 
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＜メモ＞ 
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＜メモ＞ 
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株主総会会場ご案内図 
 

会場  大阪府堺市中区深井水池町3238 

    ｢サンパレス」４階大ホール 

    電話 072-278-2211 
 

 

 
<交通のご案内> 

◆泉北高速鉄道深井駅より徒歩５分 

 

 


